






























































するが，まず海外を対象とした代表的なものとしてはFoster et al. (2001)があ
る．アメリカの製造業における事業所を対象とした分析を行っており，生産性
の高い事業所の開設，生産性の低い事業所の閉鎖が産業レベルのTFP上昇に大
きく寄与したことを示している．さらにFoster et al. (2006) ではアメリカの小
売業を対象にその生産性の大幅な上昇について分析しているが，小売業全体の
生産性上昇の大部分は生産性の高い事業所の参入と生産性の低い事業所の退出











































































































al. (1997) による指数算式を用いたノンパラメトリックな推計方法とOlley and 
Pakes (1996) やLevinsohn and Petrin (2003) が開発した生産関数推計による
セミパラメトリックアプローチによる推計がある．











　ここで yit は t 年における企業 i の付加価値の対数値，kit と lit  はそれぞれ
資本と労働のサービス投入量の対数値である．またωit は企業には観察可能だ
がデータとしては観察不可能な生産性ショック，ϵit は企業にも予見不可能な



































































































図 2　　参入企業（Entry），退出企業（Exit），存続企業（Stay）の lnTFP  分布
企業の参入，退出と生産性　黒川
－13－











　そこでDelgado et al. (2002) の分析フレームワークを用い，K-S検定を用い
て各グループのTFPレベルを比較分析する．具体的には以下のような仮説を検
証する．






















































分布 x ～ N(μ,σ) にしたがい，母平均 μ と母標準偏差 σ が，それぞれ十分
























19　効果量（effect size）は平均値の差を標準偏差で割った ES = (μEntry (Exit)－μStay)/σ で
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